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Ⅰ．業績概要

＜コア業務純益＞

経費が増加したものの、有価証券利息

配当金の増加により資金利益が増益

となったこと等から増益

＜経常利益・当期純利益＞

有価証券の減損処理額が減少したこと

等から、経常利益・当期純利益ともに

増益

(単位：億円、％)

増減額 増減率

770 779 9 1.1

［ ］ [ 785 ] [ 803 ] [ 18 ] [ 2.3 ]

685 700 15 2.2

98 102 4 4.1

▲  13 ▲  23 ▲  10

うち国債等債券損益 ▲  15 ▲  24 ▲   9

538 553 15 2.8

232 226 ▲   6 ▲ 2.6

［ ］ [ 247 ] [ 250 ] [ 3 ] [ 1.1 ]

－ － －

232 226 ▲   6 ▲ 2.6

▲  26 29 55

10 13 3

24 20 ▲   4

▲  39 6 45

206 255 49 23.5

－ 2 2

8 1 ▲   7

77 109 32

121 147 26 21.2

▲  14 ▲   7 7

一般貸倒引当金繰入前業務純益

業 務 純 益

当 期 純 利 益

法人税、住民税等(調整額含む)

臨 時 損 益

与 信 関 係 費 用

コ ア 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

コ ア 業 務 純 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

経 費

特 別 利 益

不良債 権処理 額 ( ▲ )

貸 倒 引 当 金 戻入 益 等

業 務 粗 利 益

前年度比
H24年度 H25年度損 益 概 況

（単 体）

株 式 等 関 係 損 益

一般貸倒引当金繰入額

特 別 損 失

経 常 利 益



 

▲51

▲2

＋4＋10

▲3

＋26 ＋31
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＜資金利益の増減要因＞

Ⅰ．業績概要

H24年度
資金利益

685

貸出金要因▲25

その他

H25年度
資金利益

700

（単位：億円）

平 残

利 回

有価証券要因＋41

預金等要因＋2

利 回

平 残

平 残

利 回

＜参考＞市場金利の動向

貸出金利息が利回りの低下により減少

＜H25年度総括＞

(単位：％)

前年度比増減

1.35 1.21 ▲0.14

0.71 0.73 0.02

0.04 0.04 0.00

0.95 0.90 ▲0.05

0.17 0.17 0.00
(注)前年度比はポイント差

H25年度利回・利鞘

貸 出 金 利 回

H24年度

預 金 等 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金ス プレ ッド

総 資 金 利 鞘

２．資金利益

(単位：億円)

前年度比増減

685 700 15 693 ▲  7

721 735 14

( 493 ) ( 468 ) ( ▲ 25 )

( 222 ) ( 263 ) ( 41 )

36 35 ▲  1

( 32 ) ( 30 ) ( ▲  2 )

H26年度
（計画） 前年度比増減

H25年度H24年度

（ 預 金 等 利 息 ）

資 金 利 益

（ 貸 出 金 利 息 ）

（有価証券利息配当金）

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

H24年度 H25年度

0.32% 0.22% 

0 .20% 0.24% 

0 .78% 0.69% 新 発 10 年 国 債 利 回

日 本 円 Ｔ Ｉ Ｂ Ｏ Ｒ (3 ヶ 月 )

新 発 5 年 国 債 利 回

増加したことから、資金利益は前年度
したものの、有価証券利息配当金が

比15億円増加

(単位：億円)

前年度比増減

36,417 38,354 1,937

31,122 35,544 4,422

69,006 74,312 5,306預 金 ・譲 渡性 預金

有 価 証 券

H24年度 H25年度主要勘定（平残）

貸 出 金



 

8,109

6,756 7,238 7,340
7,544

22,81021,776
20,708

24,425

7,5587,4777,594

5,000

15,000

25,000

35,000

45,000

H23/3 H24/3 H25/3 H26/3

事業性 消費性 公金等

３．貸出金
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36,491
37,708

＜貸出金末残推移＞ ＜震災関連貸出実績＞

（億円)

（震災直後)

震災関連貸出実績累計
(震災後～H26/3末)

16,638件 / 4,124億円

○事業性

○個 人

＜H25年度総括＞

H23/3 H24/3 H25/3 H26/3

（件、億円）

運転 設備 合　計

件　数 5,046 1,649 6,695

金　額 1,910 831 2,741

（件、億円）

無担保 住宅ローン 合　計

件　数 3,222 6,721 9,943

金　額 57 1,326 1,383

35,058

40,078

(単位：億円、％)

前年度比増減率

36,417 38,354 5.3 39,440 2.8

22,178 23,726 6.9

( 11,895 ) ( 12,270 ) ( 3.1 )

( 10,283 ) ( 11,456 ) ( 11.4 )

7,470 7,749 3.7

( 7,039 ) ( 7,345 ) ( 4.3 )

6,769 6,879 1.6地 公 体 等 向 け

H25年度

貸 出 金

貸　出　金
（平　残）

消 費 者 ロ ー ン

( 住 宅 ロ ー ン )

事 業 性 貸 出

(除くｽﾌ ﾟﾚｯﾄﾞ貸)

( ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸 )

H24年度 H26年度
（計画） 前年度比増減率 ・中小企業向け貸出および住宅

ローンを中心とした個人向け
貸出等の増加により前年度比
５.３％の増加

・末残は初の４兆円台に到達



 

14,868 15,509

13,428
18,356

44,540

37,780
43,446

43,636

16,029

13,787

18,196

4,797

0

20,000

40,000

60,000

80,000

H23/3 H24/3 H25/3 H26/3

個人 法人 公金等

４．預金・譲渡性預金
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＜預金・譲渡性預金末残推移＞

（億円)

71,742

56,364

78,76577,501
＜震災による預金増加の背景＞

○保険金等支払額 （宮城県分）

・地震保険金 〔出典：日本損害保険協会HP〕
約5,600億円 H24.5.31現在

・義援金 〔出典：日本赤十字社HP〕
約1,800億円 H25.6.12現在

○国からの復興交付金など （宮城県分） H26/3末現在

・復興交付金 〔出典:復興庁HP〕
約11,800億円

・震災復興特別交付税 〔出典：総務省HP〕
約8,800億円

（震災直後)

H23/3 H24/3 H25/3 H26/3

・震災後、大幅に増加した公金

(単位：億円、％)

前年度比増減率

69,006 74,312 7.6 73,560 ▲　1.0

43,645 44,298 1.4

14,695 15,618 6.2

10,430 14,155 35.7

前年度比増減率
H24年度 H25年度

う ち 法 人 預 金

う ち 公 金 預 金

預金・譲渡性預金
（平 残）

H26年度
（計画）

預金＋譲渡性預金

う ち 個 人 預 金

＜H25年度総括＞

預金は依然として高水準で推
移しているものの、今後復興
事業の進展に伴い緩やかに流

・個人預金も着実に増加し、全
出、使用されていく見込み

体で前年度比７.６%の増加



 

3.13
3.47 3.27

3.47

0.98 0.80 0.58 0.53
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

H23/3 H24/3 H25/3 H26/3 H27/3

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

修正デュレーション 利回（％）

５．有価証券 ①
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※投信を除く円貨債券（半期ベース）

＜円貨債券の利回とデュレーション＞■ 利回・デュレーションの状況

は左記震災以降積増しした
有価証券の影響を除いた数値

Ⅰ．業績概要

＜有価証券末残推移 (時価ベース)＞

（計画）

＜震災後の預金の大幅増に伴う追加運用の状況＞

3.41

0.65

中・短期の公共債を中心とした運用を継続し

H25/3末 H26/3末

運用残高 約7,000億円 約9,400億円

利　　回 0.27% 0.30%

修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 2.32 2.48

デュレーションを抑制

(単位：億円)

増減額 増減率

（H25/3末比) （H25/3末比)

21,180 28,494 34,029 37,165 3,136 9.2% 1,146 237

20,241 27,643 33,046 36,037 2,991 9.1% 640 99

17,809 25,526 29,660 31,770 2,110 7.1% 393 ▲ 40

8,648 15,771 19,931 21,524 1,593 8.0% 227 ▲  1
  変動利付国債 3,655 3,196 3,155 3,181 26 0.8% 57 26

1,079 822 879 765 ▲  114 ▲13.0% 6 ▲  5

7,607 8,657 8,657 9,339 682 7.9% 159 ▲ 35

2,907 2,393 3,579 4,409 830 23.2% 248 140
　外貨外債 1,181 825 1,483 2,122 639 43.1% ▲　25 ▲ 24

939 851 983 1,128 145 14.8% 506 138株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

(うち円貨債券）

H25/3末

有価証券

H26/3末

評価損益

評価損益

増減額

(H25/3末比)
H23/3末 H24/3末 H26/3末



 

-

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1 2 3 4 5 6

震災後の追加運用対応分

除く震災後の追加運用対応分

５．有価証券 ②
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■ リスク管理の徹底

■ 有価証券運用の強化

■ 金利動向に対応した円債運用

＜種類別構成割合 (償却原価ベース)＞

■ 収益確保に向けた運用の多様化

○安全性・流動性の確保

・中短期の公共債比率を高めに維持

・金利水準に応じた投資年限の選択

・変動利付国債の継続保有

○収益源泉の拡充

・株式、外債および投資信託への分散投資

・アジア向けを中心とした海外投資への取組み

○機動性を高めた運用

・相場変動を捉えた期間収益の積上げ

・株式・投資信託等の銘柄入替推進

＜円貨債券償還構成＞ （H26年3月末）

（億円)

・金利上昇リスク等にかかる予兆管理

H27年度
～H28年度

H29年度
～H30年度

H31年度
～H32年度

H33年度
～H34年度

H35年度

流動性の高いポートフォリオ運営の継続・期間および種類の分散によるリスクの低減と収益確保

H26年度（償還年度)

H23/3 H24/3 H25/3 H26/3
H27/3
計画

40.6% 55.4% 59.5% 59.1% 58.3%

5.1% 2.8% 2.6% 2.1% 1.4%

36.0% 30.3% 25.5% 25.5% 25.6%

3.4% 2.4% 1.9% 1.7% 1.8%

14.9% 9.1% 10.5% 11.6% 12.9%

うち外貨外債 5.8% 3.0% 4.5% 6.0% 6.3%

　そ  の  他

　国 　 　債

　地  方  債

　社 　   債

　株　    式



 

12.33

3,596

（コア資本に係る基礎項目の額） （ 3,596 ）

（うち劣後ローン） （ 200 ）

（ － ）

29,161

H26/3末

（コア資本に係る調整項目の額）

（単位：億円、％）

リ ス ク ア セ ッ ト ｂ

自 己 資 本 比 率 [ 単 体 ・ 国 内 基 準 ] ａ /ｂ

自 己 資 本 ａ

▲ 7▲ 14 ▲ 20

88

569
0.24

▲ 0.03 ▲ 0.01

1.64

▲0.05

▲ 200

0

200

400

600

800

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

▲ 0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
与信関係費用

与信関係費用比率

290
399 389 325

565

967
771

734

273

376

281

288

3.313.77
4.71

3.16

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2,800

H23/3 H24/3 H25/3 H26/3

-22

-20

-18

-16

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6
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（予想）

■ 与信関係費用

６．与信関係費用/自己資本比率/金融再生法開示債権
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■ 金融再生法開示債権
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※H23/3の金融再生法開示債権は、震災の影響を踏まえた自己査定実施前の数値

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危険債権 要管理債権

（％）

（億円）

（％）（億円）

■ 与信関係費用と与信関係費用比率の推移

■ 自己資本比率
■ バーゼルⅢ基準による自己資本比率

※公的資金（劣後ローン200億円）による影響 ＋0．69

金融再生法開示債権比率金融再生法開示債権比率

＜参考＞バーゼルⅡ基準による自己資本比率の推移

■ 金融再生法開示債権の推移

1,128

1,742

1,440
1,347

H21/3末 H22/3末 H23/3末 H24/3末 H25/3末

12.84% 13.04% 11.44% 12.33% 12.22%
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■ 宮城県の現況

■ 宮城県による震災復興計画

・インフラの復旧

復旧・復興に向けた円滑な資金供給
・被災事業者・農業・水産業の再生

グループ化補助金の活用サポート等
・販路の回復・開拓

ビジネスマッチング等による支援
・住宅再建等支援

震災復興支援住宅ローン等による支援

・自動車・高度電子機械産業の集積

ものづくり企業の参入支援
・成長分野・新たな事業の進展

再生可能エネルギー、医療・介護分野への参入支援
・ＩＬＣ（国際リニアコライダー）計画

岩手県奥州市～宮城県気仙沼市が建設候補地に決定
・産学官連携による地域活性化

東北大学との連携協定を活用

■ ２つの大きな潮流

復旧期

H23～H25年度

3年間

再生期

H26～H29年度

4年間

発展期

H30～H32年度

3年間

宮
城
県
の
復
興現 在

震
災
か
ら
の
復
興

産
業
構
造
の
変
化

【大規模プロジェクト】

仙台市南部地区の副都心

「あすと長町」の開発

・仙台市立病院移転

・大型住宅・復興公営住宅建設

・大規模商業施設出店 等

産業集積エリア
自動車・高度電子

機械産業等

ILC建設候補地
生産誘発額約4兆円

誘発雇用者数約25万人

長町地域

仙台駅

地下鉄
南北線

仙台空港民営化

【人口】 （H26/3）
1,036千人（H23/3比＋25千人）

【公示地価】 （H26年）

商業地＋3.4%、住宅地＋3.1%

【有効求人倍率】 （H25/12）

1.51倍

H27年度開業予定
全13駅、全長約14km

年間乗降客600万人
貨物取扱量5万トン

１．宮城県の現況

地下鉄東西線

【仙台市】

仙台水族館
（仮称）建設



 

146

389

326

240

249

356

506

689

100

200

300

400

500

H

2

3

.

3

末

H

2

4

.

3

末

H

2

5

.

3

末

H

2

6

.

3

末

-100

100

300

500

700

15,916
15,482

15,305

16,513

14,000

15,000

16,000

17,000

H23/3 H24/3 H25/3 H26/3
▲ 100,000

100,000

300,000

500,000
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Ⅱ．主要経営施策 ２．貸出金の推進強化

■ 事業者向け貸出の推進等①

■ 取引先訪問件数・純事業者貸出先数推移

（先) （件）

246千件
323千件

488千件
607千件

16,000

15,000

純事業者貸出先数訪問件数

300,000

500,000

（担保の例：冷凍海産物）

○中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業

つなぎ資金実績
(震災後～H26/3末)

自己資金部分実績
(震災後～H26/3末)

563件/427億円 123件/105億円

■ 復興に向けた円滑な資金供給

・実行実績 (震災後～H26/3末)

○ABL（動産担保融資）

うちH25年度実績 28件/39億円

（H26/3末現在）
・動産評価ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ18名の活用

○私募債（復興私募債、県信保付私募債等）

・引受実績 (震災後～H26/3末)

うちH25年度実績 11件/10億円

65件/102億円

44件/45億円

33

63

92

0.1

31
26

15

1

0

30

60

90

H

2

4

.

9

末

H

2

5

.

3

末

H

2

5

.

9

末

H

2

6

.

3

末

0

10

20

30

○医療・介護分野 ＜77医療・福祉ローン取扱実績＞

（億円) 
（件)融資残高実行件数累計

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

実行額累計実行件数累計

○再生可能エネルギー事業

（億円) 

＜関連融資取扱実績＞

（件) 

H24年9月 H25年3月 H25年9月 H26年3月

■ 新たな事業・成長分野への取組強化

10次募集分までの
交付決定総額

208ｸﾞﾙｰﾌﾟ3,271先
約2,300億円
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２．貸出金の推進強化

■ 事業者向け貸出の推進等②

Ⅱ．主要経営施策

■ 具体的取組事例

■ アジアビジネス支援

上海

香港

大連

【合計7名】

ｱｼﾞｱ地域への行員派遣数

【1名】

【4名】

【1名】

【1名】

ﾏﾆﾗ
ｲﾝﾄﾞｽﾃｲﾄ銀行

業務提携(H25/2)

ﾊﾞﾝｺｯｸ銀行
協定締結(H23/4)

ﾊﾞﾝｺｸ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ
出資（Ｈ25/6）

ｱｼﾞｱﾋﾞｼﾞﾈｽ支援室

上海駐在員事務所

香港貿易発展局
協定締結(H22/11)

ﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝ銀行
協定締結(H25/6)

ﾊﾞﾝｸﾈｶﾞﾗｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
協定締結(H24/11)ｼﾞｬｶﾙﾀ

ﾑﾝﾊﾞｲ

ﾊﾞﾝｺｸ

延べ約 1,100件 66件/約 56億円

海外ビジネス支援件数 海外ビジネス支援関連融資実績
(H23/3～Ｈ26/3) (H23/3～Ｈ26/3)

○海外ビジネス支援実績

○海外ネットワークの状況

ﾍﾞﾄｺﾑﾊﾞﾝｸ
協定締結(H26/1)

ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ・ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ銀行
協定締結(H26/6)

ﾊﾉｲ

地
域
・
企
業
の
再
生

に
向
け
た
支
援

復興事業にかかる生コンの安定供給のため

福島県相馬市や南相馬市等の建設業者12

社が共同出資し新設した企業へ生コンプラ

ント建設資金を供給。

被災した宮城県山元町のイチゴ農家に農業

法人設立や事業計画策定を支援。加えて卸

売業者とのマッチング機会の提供を通じ、販

路の再構築と商品の再出荷を支援。

三陸わかめブランドと地域水産業における

販路の復活・復興に向け、行政や各種専門

家等と連携し、地元水産加工業者の新工場

建設につなぎ資金を供給し、増産を支援。

石巻市復興整備計画の認定事業であるメガ

ソーラー事業（発電規模11．2ＭＷ）において

地元企業が出資するＳＰＣへ、プロジェクト

ファイナンスにより設備資金を供給。

気仙沼市震災復興計画で掲げる再生可能

エネルギー導入プロジェクトの木質バイオ

マス発電事業に対し、設備資金を供給。

多賀城市に世界最大規模となる完全ＬＥＤ型

植物工場を建設する農業法人に、当行が出

資しているファンドを通じて事業資金を供給。

取引先企業の海外現地法人における資金

ニーズに応え、スタンドバイ L / C の発行

により現地金融機関からの現地通貨での

資金調達を支援。

成
長
分
野
へ
の
参
入
支
援

海
外
現
地

法
人
支
援

（写真①：福島県相双地区）

（写真②：宮城県塩釜市）

（写真④：宮城県石巻市）

（写真③：宮城県多賀城市）

①生コンプラント

②三陸わかめ新工場

④太陽光発電設備

③ＬＥＤ型植物工場

現地金融機関

メトロポリタン銀行

バンコック銀行 他

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ



 

407

928

1,448

2,212

13270 374
642

0

1,000

2,000

25.6 25.9 25.12 26.3

269

5,602

3,272
2,307

86
0

3,000

6,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

809 756
922

1,463
4,402 4,339

4,992

7,276

0

400

800

1,200

1,600

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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Ⅱ．主要経営施策 ２．貸出金の推進強化

■ 個人向け貸出の推進等

■防災集団移転への対応

（完了地区ベース）12地区/195地区

（完了ベース）　1,351戸/15 ,608戸

100

防災集団移転

災害公営住宅

進　捗　状　況　（％）
80604020

6%

9%

（Ｈ26年3月末現在）

○借地・分譲宅地造成完了予定戸数

（戸）
※復興庁が公表した資料をもとに当行が作成 (H26年3月末現在）

以降

H25年6月 H25年9月 H25年12月 H26年3月

○七十七震災復興支援住宅ローン（集団移転・借地型）取扱実績

○住宅関連復興事業の進捗状況

■ 推進体制整備

仮審査承認額累計

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

住宅融資部新設 相談プラザ・ローンセンター

（件）

6,000

4,000

2,000

・住宅に関する様々なニーズ

・住宅やアパートローン需要

・相談プラザ新設および増員

・営業日・営業時間拡大等に

実行額実行件数

○住宅ローン実行件数・実行額推移

■ 住宅関連ニーズへの対応

（億円）

■ 長町南支店の設置

○利便性の向上

（Ｈ26年6月9日開店予定）

合計約 12,000戸
ローンセンター、保険
専用窓口を併設し、
ワンストップでのサー
ビスを提供

にスピーディーな対応

に対する本部渉外の強化

による相談窓口の拡充

よる利便性の向上

（百万円） 仮審査承認件数累計

実行件数累計

3 6
16

28

100

50

（件）

18

42

63

98

実行額累計



 

97101
23

0

50

100

H23年度 H24年度 H25年度

109

56

0

50

100

東日本大震災 産業復興機構

○審査部門体制強化

（H26/3末) 

企業支援室13名 外部専門家6名＋ ＝ 合計19名体制

○経営改善支援実績
経営改善支援取組先数 2,769先 うちランクアップ先 332先

東日本大震災
事業者再生支援機構

産業復興機構

（震災後～H26/3末) 

・・・うち同意済件数 143件

うち金融機関手続中他 22件
※不同意はゼロ

現在相談受付中の案件

76件

○債権買取機構活用実績
当行取引先にかかる支援決定先累計

165件

（H25年度) 

100

50

（先）
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Ⅱ．主要経営施策 ３．震災復興支援と地域経済の活性化

221件
（件) 

・うち同意済件数

162件

・うち顧客手続中他
弁済計画策定中等

59件

※不同意はゼロ

○ガイドライン申出受付状況（当行分）

申出受付件数累計

H25年度

（震災後～H26/3末) 

100

50

H24年度H23年度

■ 震災復興支援

■ 取引先への経営改善支援

■ 個人版私的整理ガイドラインへの対応

○ビジネスマッチング機会の提供

＜商談会の開催 （震災後～H26/3末）＞

国内11回 （参加企業累計468社）

海外 8回 （参加企業累計 64社）
累計532社参加

上海・大連広域連携商談会
（H25/12 上海・大連）

おいしい山形・食材王国みやぎ
ビジネス商談会（H25/11 仙台）

＜精度の高い個別商談機会の提供＞

被災企業と大手流通業者等との個別商談実施

ビジネスマッチング成約件数累計
(震災後～H26/3末)

約 2,500件

うち融資実行額 約138億円

■ 販路の復旧・開拓支援

○地域再生・活性化ネットワークの構築

事業広域化へのファイナンス

グループ会社機能提供

ビジネスマッチング

Ｍ＆Ａ・事業承継相手先情報

＜七十七銀行ほか全国の有力地方銀行 9行による連携・協力＞

■ 地域経済の活性化



 

・東北大学との連携協定に基づくラボツアーを開催(H25/2、H25/11）

⇒地域企業が東北大学の研究室を訪問

（自動車、半導体関連等）

701 684 741
986

657 944 847

770

263 195 139 242
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

公共債 投資信託 保険

132

213 212

326
343

502 444

463

1,065
789726

1,033

0

500

1,000

1,500

2,000

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

公共債 投資信託 保険

４．顧客基盤の拡充と預り資産の推進
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Ⅱ．主要経営施策

■ 顧客基盤の拡充 ■ 預り資産の推進

1,999

1,508
1,441 1,445

1,854

1,621
1,823 1,729

■ 各種ソリューションの提供
○ 法人

■ 預り資産販売額推移

■ 預り資産関連手数料推移

専用商品の取扱実績（H25/7～）

（億円) 

（百万円) 

技術力向上や事業承継などの各種経営課題や相続問題等の
解決に向けた各種ソリューションを提供

・教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

240件/約 18億円

＜ 産学官連携による各種支援＞

＜事業承継対策の提供＞

＜相続・税務、資金運用相談＞

延べ93企業、団体/117名参加者数

・ハンズオン支援の実施
⇒東北大学、東北経済連合会等との連携による技術指導等

技術相談・自動車産業等への参入支援実績(H25年度） 123件

＜成約事例＞ ・事業承継にかかる株式取得資金の融資実行

・相続対策として終身保険販売

○ 個人

・少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）
口座開設数（H26/3末） 約10,100件

スキームを提案
・自社株評価（H25年度実績78件）やM＆A等を活用した事業承継

顧客ニーズを踏まえた各種商品の提案



 

281 274 278 288

255 250 233 239

29 28 27 26

0

200

400

600

800

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

人件費 物件費 税金
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Ⅱ．主要経営施策 ５．生産性の向上と人材の育成

■ 生産性の向上

■ システム共同化（ＭＥＪＡＲへの移行）

・事務効率化策等の先行実施

・質の高いサービス・商品の提供

■ 人材の育成

H28/1稼働予定

＜BPRの効果＞

■ BPR推進による時間および人員の創出

BPRによる事務効率化効果
（H24/4～H26/3）

約 4 時間

※営業店1ヵ店1日あたりの効果

・営業店事務フローの見直し

・営業店事務にかかる本部
事務集中化の更なる推進

＜BPRの推進＞

・事務統轄部門の再編による
体制整備

を織り込み、対前年度比37億円増加の見込み

■ 経費推移

565 552 538 553
590

・Ｈ26年度は、ＭＥＪＡＲ関連費用と消費税増税の影響等

（計画）

（億円）

Ｈ15/3末比

管理・監督職 約3％ 約9％ 約10％ 約90名増

営業グループ 約3％ 約24％ 約30％ 約130名増

女性の割合 H15/3末 H25/3末 H26/3末

パ ー ト タ イ マ ー 約750名 約1,000名

融 資 担 当 行 員 約470名 約560名

H24/3 H26/3

○パートタイマー1,000名体制→行員を融資担当へ重点配置

■ 融資担当行員の増強の状況

■ 女性行員登用の状況

■ 実効性の高い人材育成の実施

営 業 店
(融資・渉外担当者等の増員・育成）

営業渉外ｺﾝｼｪﾙ 6名
ﾏﾈｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 5名

出張審査
駐在型審査

外部専門家
（審査部駐在）

行内私塾「ｾﾌﾞﾝ塾」
H25年度155名参加

法人渉外担当者育成
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（H25年度15名）

TV会議ｼｽﾃﾑの活用
(研修会、ｺﾝﾃﾝﾂ配信）

＜主な内容＞ ・キャリア形成・能力開発支援への取組強化

「Work Work Woman」を策定

H25年11月に、女性の活躍推進に向けた取組みにかかる

基本方針
わ く わ く

・仕事と家庭生活の両立支援への取組強化
・女性行員からの意見の積極的活用
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Ⅱ．主要経営施策 ６．七十七ブランドの向上

■ ハートフルな対応の強化■ 金融教育の推進

■ 体験型教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「ｽﾁｭｰﾃﾞﾝﾄ・ｼﾃｨ」 へのﾌﾞｰｽ出店

○ H26年夏頃を目途に仙台市内の小学生5、6年生を対象に実施

内 容：支店カウンターを再現し銀行窓口業務等を疑似体験

■ 公募によるインターンシップの実施

○ H26年3月、宮城県内の大学に在籍の

大学生を対象に3日間にわたり開催し

11大学50名が参加

内 容：銀行施設・営業店見学

グループワーク、講義等

■ 地元大学での提供講座開講
○ H23年より東北学院大学経営学部経営学科において毎年度開講

講座内容：銀行業務について 当行行員が講師を担当

受講者数：H23年度 155名

■ 七十七金融資料館の活用
○ H10年12月、当行120周年を記念し開設

来館者数：H23年度 703名

■ 接遇レベルの向上

○ 専担者の臨店指導・覆面調査等の活用によるCS向上

○ 接客レベル向上に向けた資格取得等の奨励

・ 「サービス・ケア・アテンダント」

（一般社団法人公開経営指導協会認定資格）

平成26年3月末現在213名

・ 「認知症サポーター」の養成

平成26年3月末養成講座受講者数1,141名

○ 音声案内機能付ATMへの更新
平成26年3月末までに全ＡＴＭを音声

案内機能付へ更新。

また、当行リーフレット「ＡＴＭ活用ガ

イド」に音声コードを表示、読取り機

による音声案内を導入。 ●

○ 高齢者等へ配慮した取組み
・ 全営業店のロビーに優先席を設置

・ コミュニケーションボードや筆談ボード、聴覚障がい者誘導表示

板を設置●

○ 視覚障がい者向け点字サービスの拡充
・ 点字付ＩＣキャッシュカードの発行

（カード表面に「数字７７」の点字）

・ 普通預金、通知預金の通知内容を拡充・送付頻度を増加

月末残高に加え、取引明細を送付。送付頻度も毎月に拡充

H24年度

H25年度

1,169名

1,288名

191名

251名

H24年度

H25年度



 

１．中期経営計画の進捗状況

16

※1.地方公共団体等、東京・大阪・名古屋地区の支店勘定、本部勘定を除く貸出金残高 ※2.地方公共団体等、本部勘定を除く宮城県内貸出金残高

１．震災復興支援と地域経済の活性化 ２．融資・コンサルティング力の強化 ３．生産性の更なる向上

■ 中期経営計画 基本方針

■ 中期経営計画 進捗状況

Ⅲ．業績予想

コアOHRを除きほぼ目標どおり推移

（参　考） （年度末、単位：億円）

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

実　績 実　績 実績 計　画 計　画

20,933 21,383 22,613 21,420 22,620

うち宮城県内リテール貸出金残高 ※2 19,311 19,699 20,863 19,720 20,890

（単位：億円）

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

実　績 実　績 実績 計　画 計　画

1,441 1,445 1,854 1,731 1,800

1,445 3,299 3,176 5,099

（単位：億円）

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

実　績 実　績 実績 計　画 計　画 毎年度 最終年度

106 121 147 140 160 110億円以上 130億円以上
（単位：％）

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

実　績 実　績 実績 計　画 計　画

67.2 68.5 68.8 71.0 74.2

H26年度

67％未満

 コアOHR

 リテール貸出金残高　※1

 投資信託・保険・公共債販売額

 当期純利益

＜目　　標＞

＜目　　標＞

＜目　　標＞

＜目　　標＞

 中計期間中累計
4,500億円以上

H26年度末(中計最終年度）

2兆1,500億円以上　　　

2兆円以上　　　

中計期間中累計
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Ⅲ．業績予想

＜業績予想の前提となる金利等の水準＞

(単位：億円)

H25年度 H26年度

（実績） （計画） 前年比増減額

779 795 16

［ ］ [ 803 ] [ 795 ] [ ▲   8 ]

700 693 ▲   7

102 103 1

▲  23 ▲   1 22

うち国債等債券損益 ▲  24 0 24

553 590 37

226 205 ▲  21

［ ］ [ 250 ] [ 205 ] [ ▲  45 ]

－ － －

226 205 ▲  21

29 45 16

13 13 0

20 33 13

6 13 7

255 250 ▲   5

1 ▲   2 ▲   3

109 88 ▲  21

147 160 13

▲   7 ▲  20 ▲  13与 信 関 係 費 用

業 務 純 益

当 期 純 利 益

法人税、住民税等(調整額含む)

臨 時 損 益

株 式 等 関 係 損 益

不良債権 処理額 ( ▲ )

特 別 損 益

経 常 利 益

貸 倒 引 当 金 戻入 益 等

業 績 予 想
（単　体）

一般貸倒引当金繰入額

経 費

業 務 粗 利 益

一般貸倒引当金繰入前業務純益

コ ア 業 務 純 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

コ ア 業 務 粗 利 益

そ の 他 業 務 利 益

(単位：％)

増　減

1.21 1.15 ▲0.06

0.73 0.74 0.01

0.04 0.03 ▲0.01

0.90 0.90 0.00

0.17 0.10 ▲0.07
(注)増減はポイント差

H26年度(計画)利回・利鞘

貸 出 金 利 回

H25年度(実績)

預 金 等 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金ス プレ ッド

総 資 金 利 鞘

H25年度(実績) H26年度(予想)

0.07% 0.07% 

0.22% 0.22% 

0.24% 0.20% 

0.69% 0.70% 

100円 104円 

14,827円 15,500円 

為替 相場 （円 /ドル）

日経平均株価(期末)

無 担 保 コー ル Ｏ / Ｎ

日本円ＴＩＢＯＲ(3ヶ月)

新 発 5 年 国 債 利 回

新 発 10 年 国 債 利 回＜年間配当金の推移＞

(単位：億円、％)

増減率

38,354 39,440 2.8

35,544 35,809 0.7

74,312 73,560 ▲  1.0

参

考 7,177 7,370 2.6

H25年度(実績) H26年度(計画)

預 り 資 産 ( 末 残 )

主要勘定（平残）

貸 出 金

預金 ・譲 渡性 預金

有 価 証 券

H22年3月期 H23年3月期 H24年3月期 H25年3月期 H26年3月期 H27年3月期
（実績） （実績） （実績） （実績） （見込） （予想）

7.0円 6.0円 7.0円 7.0円 7.5円 8.0円



 

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社七十七銀行 総合企画部

TEL ０２２－２６７－１１１１

企 画 課（内線：３０１０・３０１１）

主 計 課（内線：３０５０・３０５１）

広報・関連事業課（内線：３０２０・３０２１）

インターネット・ホームページ・アドレス

http：//www.77bank.co.jp/

本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を

保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を

有しておりますのでご留意ください。
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